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はじめに 

 

平成 22年 11月に策定した瀬戸市行政改革第 2次集中改革プランは、第 1次集中改革プランの

実施状況による見直しを行うとともに、平成 22年度から平成 27年度までに、引き続き実施する

18項目と新たに着手する 30項目について取り組むこととしたプランです。 

このプランでは、使命達成運動の展開により、毎年ＰＤＣＡ管理を行い、新たな改革・改善の

取り組み事項が具体的になった場合等には、このプランを変更するとともに、取り組みの進捗状

況や成果等を取りまとめ公表するものとしています。 

平成 27年度については、15項目（新規 9項目、継続 6項目）を実施しました。 

 

 第１次 

集中改革 

プラン 

（H17～H21） 

第２次 

集中改革プラン 

（H22～H27） 

実施項目数 
未実施 

項目数 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 

事務事業の再

編・整理、廃

止・統合の取組 

新規   9  

継続 10 

新

規 
22  6 7 13 8 8  8 2 

継

続 
10 5 4 6  4 4  3   1 

民間委託等の

推進 

新規  29   

継続  4  

新

規 
11 1 1 5  3 3  1   3 

継

続 
4   2 1 1  2 1  1   0 

定員管理・給与

の適正化 

新規   9   

継続  6   

新

規 
4   1 2 0  0 2  0   0 

継

続 
4   3 2 3  2 3  2   0 

合   計 
新規 47 

継続  20 

新

規 
37  8 10 18 11 13  9   5 

継

続 
18 10 7 10  8 8  6 1 

 

※1 H27実施項目数には、平成 26年度以前に実施し平成 27年度も実施した項目を含む。 
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事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 

１ 事務事業の再編・整理、廃止・統合の取組 

（１）歳入確保に係る取組 

《① 使用料・手数料の見直し》 

 

 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

ごみ処理の有料化の推進（粗大ごみ） 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年 10月から実施することとしました。 ― 

H23 平成 23年 10月 1日から実施しました。 6,400 

H24 粗大ごみ処理券 16,827枚の利用がありました。 13,461 

H25 粗大ごみ処理券 14,741枚の利用がありました。 11,787 

H26 粗大ごみ処理券 16,774枚の利用がありました。 13,311 

H27 粗大ごみ処理券 15,080枚の利用がありました。 12,246 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

ごみ処理の有料化の推進（可燃・不燃ごみ）【未実施】 計
画 

  検討 

▲ 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 24年度に検討することとしました。 ― 

H24 
次期ごみ処理基本計画（平成 26年度～）の中で検討す

ることとしました。 
― 

H25 

「瀬戸市一般廃棄物処理基本計画（平成 26年度～35年

度）」を策定し、家庭系ごみの処理コスト・処理手数料

徴収に関する検討を基本的な施策に位置付けました。 

￣ 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

火葬炉使用料（市外在住者）の見直し 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 
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《② 市有財産の有効活用》 

H22 平成 23年 4月から見直しすることとしました。 ― 

H23 平成 23年 4月 1日から実施しました。 8,000 

H24 市外在住者 800件の利用がありました。 16,000 

H25 市外在住者 850件の利用がありました。 17,000 

H26 市外在住者 960件の利用がありました。 19,200 

H27 市外在住者 820件の利用がありました。 16,400 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

施設使用料等の適正化の検証 【未実施】 計
画 

 検討 

▲ 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 平成 25年度も継続して検討することとしました。 ― 

H25 平成 26年度も継続して検討することとしました。 ― 

H26 平成 27年度も継続して検討することとしました。 ― 

H27 平成 27年度以降も継続して検討することとしました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

遊休資産の抽出・活用計画の策定 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度から実施することとしました。 ― 

H23 平成 27年度までの売却計画を策定しました。 ― 

H24 平成 28年度までの売却計画を策定しました。 ― 

H25 平成 29年度までの売却計画を策定しました。 ― 

H26 平成 30年度までの売却計画を策定しました。 ― 

H27 平成 31年度までの売却計画を策定しました。 ― 
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《③ 市税等収入の確保》 

 

《④ その他》 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

計画に基づいた貸付・販売等 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度から実施することとしました。 ― 

H23 一般競争入札等を実施し、７区画売却しました。 90,643 

H24 
売却可能な土地を隣接土地所有者等へ売却（３件）し

ました。 
2,879 

H25 売却可能な土地を売却（２件）しました。 40,790 

H26 売却可能な土地を売却（８件）しました。 79,621 

H27 売却可能な土地を売却（１件）しました。 14,610 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

収納コールセンターの開設 

（市税・国民健康保険料・介護保険料・後期高齢者医

療保険料） 

計
画 

実施 

● 

 

 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 22年 10月から平成 23年 3月まで開設しました。 35,509 

H23 平成 23年 4月から平成 24年 3月まで開設しました。 58,394 

H24 平成 24年 4月から平成 25年 3月まで開設しました 72,479 

H25 平成 25年 4月から平成 26年 3月まで開設しました 77,162 

H26 平成 26年 4月から平成 27年 3月まで開設しました 86,815 

H27 平成 27年 5月から平成 28年 3月まで開設しました 57,479 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

自動販売機設置入札 
計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 



 

- 5 - 

 

H22 
公共施設内自動販売機 14台について、一般競争入札を

実施しました。 
― 

H23 
自動販売機設置入札の結果に基づき、設置場所の貸付

を実施しました。（５年契約） 
6,155 

H24 
自動販売機設置場所の貸付を実施しました。 

（５年契約のうち平成 24年度分を計上） 
6,155 

H25 
自動販売機設置場所の貸付を実施しました。 

（５年契約のうち平成 25年度分を計上） 
6,155 

H26 
自動販売機設置場所の貸付を実施しました。 

（５年契約のうち平成 26年度分を計上） 
4,376 

H27 
自動販売機設置場所の貸付を実施しました。 

（５年契約のうち平成 27年度分を計上） 
4,368 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

封筒への広告掲載による歳入確保 計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 24年度に実施することとしました。 ― 

H24 
広告入り窓口用封筒（50,000枚）を、市民課・税務課・

支所・市民サービスセンターに設置しました。 
140 

H25 

広告入り窓口用封筒（角形 6 号 50,000 枚、角形 2 号

20,000 枚）を市民課・支所・市民サービスセンターに

設置しました。 

207 

H26 

広告入り窓口用封筒（角型 6 号 71,000 枚、角型 2 号

19,000 枚）を市民課・税務課・支所・市民サービスセ

ンターに設置しました。 

344 

H27 

広告入り窓口用封筒（角型 6 号 71,000 枚、角型 2 号

19,000 枚）を市民課・税務課・支所・市民サービスセ

ンターに設置しました。 

344 

 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

市勢要覧の広告掲載収入による発刊 
計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 24年度に実施することとしました。 ― 
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H24 
瀬戸のまち案内＆暮らし情報ガイド「せとナビ」を広

告掲載収入で発刊しました。 
3,150 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

くらしの便利地図の広告掲載収入による発刊 計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 24 年度に実施することとしました。 ― 

H24 
瀬戸のまち案内＆暮らし情報ガイド「せとナビ」を広

告掲載収入で発刊しました。 
901 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

市職員給与等支給明細通知書への広告掲載による歳

入確保 

計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H23 平成 24年度に実施することとしました。 ― 

H24 平成 24年度に実施しました。 180 

H25 平成 25年度に実施しました。 180 

H26 平成 26年度に実施しました。 180 

H27 平成 27年度に実施しました。 180 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

コミュニティバスへのラッピング広告掲載による歳

入確保 

計
画 

   実施 

● 

  

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H24 平成 25年度から実施することとしました。 ― 

H25 平成 25年度に実施しました。 593 

H26 平成 26年度に実施しました。 565 

H27 平成 27年度に実施しました。 106 
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（２）歳出削減に係る取組 

《① 組織の統廃合》 

 

 

《② 補助金等の整理合理化》 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

組織の見直し 計
画 

実施 

● 

  

 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 

これまでの 7部 32課・室 80係 8グループを 7部 33

課・室 79係 8グループに再編成し、平成 22年 4月 1

日から新しい体制としました。 

― 

H25 
平成 26年 4月 1日に組織再編することとし、組織再

編案の検討を行いました。 
― 

H26 

これまでの 7 部 33 課・室 79 係 8 グループを 1 直轄 7

部 29 課・室 72 係 8 グループに再編成し、平成 26 年 4

月 1日から新しい体制としました。 

― 

H27 
第６次総合計画を実現するための最適な組織再編成案

の検討を行いました。 
― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

附属機関等の統廃合 
計
画 

   

 

 実施 

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H25 

平成 26年 4月 1日より、瀬戸市情報公開審査会と瀬戸

市個人情報保護審議会を統合し、「瀬戸市情報公開・個

人情報保護審査会」とすることとしました。 

― 

H26 

平成 26年 4月 1日より、瀬戸市情報公開審査会と瀬戸

市個人情報保護審議会を、「瀬戸市情報公開・個人情報

保護審査会」に統合しました。 

― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

私立高等学校等授業料補助金の廃止 
計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 22年 4月 1日より私立高等学校等の授業料補助

金を廃止しました。 
4,800 
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《③ 投資的経費の見直し》 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

社会福祉協議会補助金の見直し 計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 社会福祉協議会補助金の見直しを行いました。 19,315 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

シルバー人材センター補助金の見直し 計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
シルバー人材センター補助金の見直しを行いまし

た。 
7,013 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

公立陶生病院組合負担金の見直し 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H23 
公立陶生病院組合への負担金の見直しを行いまし

た。 
158,400 

H24 
公立陶生病院組合への負担金の見直しを行いまし

た。 
44,808 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

公共工事のコスト縮減 計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況 財政効果額（千円） 

H22 再生資材の使用等を行いました。 3,633 

H23 再生資材の使用等を行いました。 2,018 

H24 再生資材の使用等を行いました。 2,270 

H25 再生資材の使用等を行いました。 740 
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※ 財政効果額の算出については、工事を抽出し、縮減対策を行わなかった場合のコストと比較して算出。 

 

《④ 内部管理経費の見直し》 

 

 

《④ その他事務事業の整理合理化》 

H26 再生資材の使用等を行いました。 3,740 

H27 再生資材の使用等を行いました。 1,781 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

経常経費の削減 
計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 経常経費（旅費及び需用費）を見直しました。 53,231 

H25 平成 26年度に、旅費を見直すこととしました。 ― 

H26 平成 26年 4月に、旅費（日当）を見直しました。 ※給与等の適正化に掲載 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

人間ドック個人負担の見直し 計
画 

 検討 

▲ 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 
平成 24年度に個人負担の見直しを行うこととしまし

た。 
― 

H24 平成 24年度に見直しを行いました。 6,195 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

事務事業の改革・改善 
計
画 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 文書管理システムの運用を開始しました。 ― 

H23 
職員提案制度「知恵の輪プロジェクト」を試行しま

した。 
― 

H24 事務事業の総点検を実施しました。 ― 
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《⑤ その他》 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総合行政情報システムの運用 計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 22年 4月より、新総合行政情報システムの運用

を開始しました。 
― 

H23 
新総合行政情報システムの導入が、すべて完了しま

した。 
44,500 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

決裁規程の見直し 
計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 22年 4月より決裁規程を見直しました。 ― 

H27 平成 27 年 4月より決裁規程を見直しました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

福祉サービスの見直し 計
画 

 検討 

▲ 

実施 

● 

検討 

▲ 

  

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 

障がい者相談支援センターを開設し、相談支援事業

を開始しました。 

市の地域生活支援事業で実施していたサービスの一

部を、児童福祉法上のサービスへ移行しました。 

平成 25年度以降も、さらなる見直しに向けて検討す

ることとしました。 

 －10,800 

H25 
自立支援協議会の部会活動を活性化し、平成 26年度

も継続して検討することとしました。 
― 

H26 平成 27年度も継続して検討することとしました。 ― 
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H27 
自立支援協議会の部会を再編成し、平成 28年度も継続

して検討することとしました。 
― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

保育サービスの見直し 
計
画 

 検討 

▲ 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 

平成 24年 7月から保育園 2園において、新たに休日

保育を開始しました。 

平成 25年度から保育料の改定を実施することとしま

した。 

― 

H25 保育料を改定しました。 ― 

H26 病児・病後児一時預かり事業を開始しました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

学校給食のあり方 【未実施】 計
画 

 検討 

▲ 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 平成 25年度も継続して検討することとしました。 ― 

H25 平成 26年度も継続して検討することとしました。 ― 

H26 平成 27年度も継続して検討することとしました。 ― 

H27 平成 28年度も継続して検討することとしました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

瀬戸市大気汚染測定所の廃止 計
画 

 実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 
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H22 平成 23年度に廃止することとしました。 ― 

H23 平成 23年 4月 1日から廃止しました。 4,662 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

(財)瀬戸市文化振興財団業務の見直し 計
画 

 実施 

● 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に見直しすることとしました。 ― 

H23 
公益財団法人への移行を進め、見直しを継続するこ

ととしました。（平成 24年 4月移行） 
― 

H24 
平成 24年 4月 1日に公益財団法人へ移行し、見直し

を継続することとしました。 
― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

納期前納付の報奨金制度の廃止 計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 24年度に廃止することとしました。 ― 

H24 平成 24年度に廃止しました。 68,954 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

消防通信指令業務の共同化 計
画 

検討 

▲ 

 実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 24年度からの共同運用実施について、検討する

こととしました。 
― 

H23 
平成 24年度からの共同運用実施について、継続して

検討しました。 
― 

H24 平成 24年 12月 1日から共同運用を開始しました。 55,008 

H25 
平成 26年 3月 1日から、デジタル無線の共同運用を

開始しました。 
44,678 
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民間委託等の推進 

 

１ 公の施設についての管理運営状況と取組目標 

《① 産業振興施設》 

 

 

《② 基盤施設》 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

デジタルリサーチパークセンター指定管理者制度導

入 

計
画 

  実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 24年度に指定管理者制度を導入することとしま

した。 
― 

H24 平成 24年度に指定管理者制度を導入しました。 －3,148 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

道の駅瀬戸しなの指定管理者制度導入 計
画 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 23年 3月 26日にオープンした、「道の駅瀬戸し

なの」に指定管理者制度を導入しました。 
－1,100 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

浄化センターの指定管理者制度の導入等民間委託の

推進 

計
画 

  

検討 

▲ 

   

実施 

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 23年度に、包括的民間委託について検討するこ

ととしました。 
― 

H23 
包括的民間委託の実施に向け、平成 24年度も継続し

て検討することとしました。 
― 

H24 
包括的民間委託の実施に向け、平成 25年度も継続し

て検討することとしました。 
― 

H25 
平成 26年度から、包括的民間委託を導入することと

しました。 
― 

H26 包括的民間委託を導入しました。 －11,579 
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実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

浄水場等の指定管理者制度の導入等民間委託の推進 

【未実施】 

計
画 

 検討 

▲ 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 平成 25年度も継続して検討することとしました。 ― 

H25 平成 26年度も継続して検討することとしました。 ― 

H26 平成 27年度も継続して検討することとしました。 ― 

H27 平成 28年度も継続して検討することとしました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

し尿処理施設の指定管理者制度の導入等民間委託の

推進 【未実施】 

計
画 

  

検討 

▲ 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 平成 25年度も継続して検討することとしました。 ― 

H25 平成 26年度も継続して検討することとしました。 ― 

H26 平成 27年度も継続して検討することとしました。 ― 

H27  平成 28年度も継続して検討することとしました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

廃棄物処理施設(尾張東部衛生組合、資源リサイクル

センター、エコプラザ)の指定管理者制度の導入等民

間委託の推進 

計
画 

  

検討 

▲ 

 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 
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２ 民間委託の状況と取組目標 

《① 庁舎関係》 

 

《② ごみ収集等》 

H23 
平成 24年度以降、順次民間委託していくこととしま

した。 
― 

H24 
資源リサイクルセンターの資源物受入業務を民間委

託しました。 
 －1,237 

H25 エコプラザの管理業務を民間委託しました。  －567 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

本庁舎閉庁時の警備業務の民間委託化 【未実施】 計
画 

  

 

   
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 27年度を実施目標としました。 ― 

H26 
検討の結果、市民サービスを大きく後退させる可能性

が高いため、中止することとしました。 
― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

ごみ収集業務 計
画 

 検討 

▲ 

実施 

● 

  
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
可燃ごみ収集業務の民間委託の収集区域の拡大等に

ついて、平成 23年度に検討することとしました。 
― 

H23 
平成 24年度から、民間委託の収集区域を拡大するこ

ととしました。 
― 

H24 

可燃ごみ、不燃・粗大ごみ、資源物（びん・缶類、

紙類・古布、ペットボトル）の収集運搬業務及びペ

ットボトル圧縮梱包処理業務を民間委託しました。 

（平成 24年度～平成 28年度 長期継続契約） 

 

－207,478 

 

H25 

可燃ごみ、不燃・粗大ごみ、資源物（びん・缶類、

紙類・古布、ペットボトル）の収集運搬業務及びペ

ットボトル圧縮梱包処理業務を民間委託にて実施し

ました。 

      ￣ 
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《③ 学校給食》 

 

 

 

H26 

可燃ごみ、不燃・粗大ごみ、資源物（びん・缶類、紙

類・古布、ペットボトル）の収集運搬業務及びペット

ボトル圧縮梱包処理業務を民間委託にて実施しまし

た。 

      ￣ 

H27 

可燃ごみ、不燃・粗大ごみ、資源物（びん・缶類、紙

類・古布、ペットボトル）の収集運搬業務及びペット

ボトル圧縮梱包処理業務を民間委託にて実施しまし

た。 

￣ 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

粗大・不燃ごみ収集受付業務 
計
画 

 実施 

● 

   
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 

粗大・不燃ごみ収集業務の民間委託に引き続き、 

平成 23年度から受付業務の民間委託をすることとし

ました。 

― 

H23 
受付業務を民間委託しました。 

（平成 23年度～平成 27年度 長期継続契約） 
 －9,740 

H24 
受付業務を民間委託しました。 

（平成 23年度～平成 27年度 長期継続契約） 
－15,260 

H25 受付業務を民間委託にて実施しました。    ― 

H26 受付業務を民間委託にて実施しました。    ― 

H27 受付業務を民間委託にて実施しました。       ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

学校給食センター配送校における配膳業務 計
画 

 

 

● 
 

   
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 

1校を民間委託し、嘱託職員 1人、臨時職員 2人を削

減し、すべての配送校において委託化が完了しまし

た。 

－4,882 

実施                       

(1校)          
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《④ 保育所》 

 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

学校給食単独校調理業務 計
画 

 

 

● 

 

● 

  

● 

  

●    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
1校を民間委託し、調理員 4人（うち 2人臨時職員）

を削減しました。 
－16,842 

H23 
1校を民間委託し、調理員 5人（うち 3人臨時職員）

を削減しました。 
－14,700 

H24 
平成 25年度から、新たに 1校を民間委託することと

しました。 
― 

H25 
1校を民間委託し、調理員 3人（うち 1人臨時職員）

を削減しました。 
－4,828 

H26 
平成 27年度から、新たに 1校を民間委託することと

しました。 
― 

H27 
1 校を民間委託し、調理員 2 人（うち 2 人臨時職員）

を削減しました。 
－17,525 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

保育所の給食・用務業務 
計
画 

   

 

 

 

 

● 

 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 25年度から、新たに給食及び用務員業務の民間委

託を実施することとしました。 
― 

H24 
平成 26年度から、新たに給食及び用務員業務の民間委

託を実施することとしました。 
― 

H26 
新たに 2 園（古瀬戸・原山）で給食調理業務の民間委

託を実施しました。 
－13,120 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

保育所の民営化の推進 
計
画 

  実施 

● 

 

 

 

 

 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H24 
平成 24年度に「保育所整備・運営計画」を取りまとめ、

保育所の民間委託・民営化を進めることとしました。 
― 

実施 実施                              

(1校)(1校）         

実施 

(2 園) 

実施                               

(1校)         

実施                               

(1校)         
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《⑤ その他》 

  

 

 

 

定員管理・給与の適正化 

 

１ 人事管理の適正化 

H25 幡山保育園を再開し、民間委託しました。 －37,614 

H26 
東保育園・瀬戸北保育園・萩山保育園を民営化しまし

た。 
－20,048 

H27 

こうはん保育園を民間委託、こうはん南保育園を移

設・民営化し、アートチャイルドケア瀬戸南山保育園

を開園しました。 

－142,018 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

道路維持管理業務（直営の廃止） 
計
画 

  実施 

● 

  

 

 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H23 平成 24年度に実施することとしました。 ― 

H24 平成 24年度に廃止しました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

地域福祉に係る団体事務局等の運営業務 
計
画 

    実施 

● 

 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H26 平成 26年 4月から実施しました。 -12,655 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

各種申請等の電子化 
計
画 

試行 

▲ 

実施 

● 

   
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 22年 4月から、新あいち電子申請・届出システ

ムによる電子申請を試行稼働しました。 
― 
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H23 平成 23年 4月から正式稼働しました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

定年延長 
計
画 

 
検討 

▲ 

  実施 

● 
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 平成 23年度に検討することとしました。 ― 

H23 
国の動向を参考とし、定年延長ではなく、再任用制

度を活用する方向で検討することとしました。 
― 

H24 
国の動向を参考とし、雇用と年金の接続に伴う再任

用制度のあり方について、検討することとしました。 
― 

H25 
再任用制度設計を完了し、平成 26年度から運用を開

始することとしました。 
￣ 

H26 再任用制度の運用を開始しました。 ￣ 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

窓口改革研修の実施 
計
画 

実施

● 

実施

● 

 評価 

▲ 

 
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
窓口職員を対象として、「実践！窓口改革」研修を約

4カ月間実施し、成果を公表しました。 
― 

H23 

窓口改革ワーキンググループを設置し、市民アンケ

ートや行動チェックシート等の実施により、あいさ

つ・身だしなみの改善を行いました。 

― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

昇任制度の見直し 
計
画 

 
検討 

▲ 

  実施 

● 

検討 

▲ 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 23年度に、昇任制度の見直しを検討することと

しました。 
― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 
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２ 定員管理の適正化 

 第 2次集中改革プランにおいては、少数精鋭で最大の効果をあげる『小さな市役所』をめざし、

平成 27 年度末（平成 28 年 4 月 1 日現在）までの削減率を 8％とし、定員管理の目標を 742 人と

してきました。 

 しかしながら、より厳しさを増す財政状況の中でも、多様化する市民ニーズへの柔軟な対応を

行うためには、より一層の効果的・効率的な行政経営が求められており、平成 23年 11月に策定

した第 2次集中改革アクションプランにおいて、平成 26年 4月 1日現在までに、10％削減するこ

ととし、定員管理の目標を 725人としました。 

 

平成 22年 4月 1日現在 806人 ⇒ 平成 26年 4月 1日現在 725人（▲10.0％） 

 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

4月 1日現在の職員数（人） 806 787 753 733 710 701 

年度末の退職者数（人） 41 59 47 58 40   

次年度の採用者数（人） 22 25 27 35 31    

職員の増減数（人） ▲19 ▲34 ▲20 ▲23  ▲9   

Ｈ22年度からの削減率（％）  2.35% 6.57% 9.05% 11.91% 13.03% 

 

３ 給与等の適正化 

H24 

昇任も含めた人事制度を、「研修」「給与」制度と連

動させ、職員の士気の向上につなげる人材育成シス

テムの構築を検討することとしました。 

― 

H25 平成 26年度も継続して検討することとしました。 ― 

H26 技能労務職について職制の見直しを行いました。 ― 

H27 行政職について職制の見直しを検討しました。 ― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

給与制度の見直し 
計
画 

実施 

● 
 

実施 

● 

  
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
地域手当の支給率を見直し、平成 22 年 4 月から 6％と

しました。 
140,737 
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H23 
通勤手当について、平成 24年度に見直しを行うことと

しました。 
― 

H24 平成 24年度から通勤手当を見直しました。 22,365 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

時間外勤務手当の抑制 
計
画 

実施 

● 

実施 

● 

   
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 

各部長に対し、年度当初に時間外勤務削減について依

頼するとともに、12 月には 4 月からの時間外勤務実績

を提示しながら時間外勤務削減の徹底を再度依頼し、

時間外勤務が多い職場、職員に対し指導しました。そ

の結果、職員数の減少の中、選挙等の臨時的な事業を

除く経常的な時間外勤務は、平成 22 年度平均が 11.6

時間／月と、この 4年間は 11時間台の時間外勤務とな

っています。 

― 

H23 

平成 22年度と同様の取り組みにより、職員数の減少の

中、選挙等の臨時的な事業を除く経常的な時間外勤務

は、平成 23 年度平均が 10.8 時間／月に削減されまし

た。 

― 

H24 

各部長に対し、年度当初に時間外勤務削減について依

頼するとともに、職員に対し時間外勤務削減の徹底を

指導しました。職員数減少の中、選挙等の臨時的な事

業を除く平成 24年度の平均時間外勤務実績は、11.9時

間／月となり、平成 22年度とほぼ同様の実績となって

います。 

― 

H25 

長時間労働（1 か月 100 時間超、80 時間超 3 か月）を

行った職員の所属長に対し、職務分担や業務フォロー

体制の見直しを依頼する等、職員の健康管理の観点か

ら時間外勤務の抑制に向けての取り組みを行った。選

挙等の臨時的な事業を除く、平成 25年度の平均時間外

勤務実績は、12.1時間/月となっています。 

― 
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H26 

平成 25 年度と同様に職員の健康管理を念頭に置きつ

つ、時間外勤務の抑制に取り組みました。選挙等の臨

時的な事業を除く、平成 26年度の平均時間外勤務実績

は、13.4時間/月となっています。 

― 

H27 

平成 26 年度と同様に職員の健康管理を念頭に置きつ

つ、時間外勤務の抑制に取り組みました。選挙等の臨

時的な事業を除く、平成 27年度の平均時間外勤務実績

は、15.8時間/月となっています。 

― 

実 施 事 項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

旅費（日当）の見直し 
計
画 

 
検討 

▲ 

  実施 

● 
 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H22 
平成 23年度に、旅費（日当）の見直しの検討を行うこ

ととしました。 
― 

H23 平成 24年度も継続して検討することとしました。 ― 

H24 
平成 24年度に旅費（日当）についての課題を整理し、

平成 25年度も継続して検討することとしました。 
― 

H25 
平成 26年度に旅費（日当）の見直しをすることとし

ました。 
― 

H26 旅費（日当）を見直しました。 471 
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経費節減等の財政効果 

 

１ 第２次集中改革プラン(H22～H27)の財政効果額 

第２次集中改革プラン（H22～H27）の平成 27 年度の取り組みによる財政効果額は約４百万

円、平成 22年度から平成 27年度までの取り組みによる財政効果額の累計額は、約２０億４千

６百万円です。 

                                   （単位：千円） 

項  目 財政効果額 
財政効果額 

累計 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H22～H27 

事務事業の再

編･整理、廃止･

統合 

123,501 379,172 281,780 199,292 195,219 107,514 1,286,478 

 

使用料・手

数料の見直

し 

― 14,400 29,461 28,787 32,511 28,646 133,805 

 

市有財産の

有効活用 
― 90,643 2,879 40,790 79,621 14,610 228,543 

市税等収入

の確保 
35,509 58,394 72,479 77,162 86,815 57,479 387,838 

 

その他 

(歳入確保対

策関係) 

― 6,155 10,526 7,135 5,465 4,998 34,279 

 
補助金等の

整理合理化 
31,128 158,400 44,808 ― ― ― 234,336 

 
投資的経費

の見直し 
3,633 2,018 2,270 740 3,740 1,781 14,182 

 
内部管理経

費の見直し 
53,231 ― 6,195 ― ― ― 59,426 

 

その他の事

務事業の整

理合理化 

― 44,500 ― ― ― ― 44,500 

 その他 ― 4,662 113,162 44,678 －12,933 ― 149,569 

民間委託等の

推進 
－22,824 －24,440 －227,123 －43,009 －57,402 －159,543 －534,341 

 

うち指定管

理者導入に

よるもの 

－1,100 ― －3,148 ― ― ― －4,248 

職員給与等の

削減（退職金を

除く） 

606,274 30,285 345,605 178,443 77,600 56,390 1,294,597 

合  計 706,951 385,017 400,262 334,726 215,417 4,361 2,046,734 

※2 
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２ 第２次集中改革プラン(H22～H27)の財政効果影響額 

第２次集中改革プラン（H22～H27）の取り組みによる財政効果影響額は、約７２億円です。 

                                   （単位：千円） 

項  目 

財政効果 

影響額 

H22～H27 

事務事業の再編･整理、廃止･統合 2,853,059 

 使用料・手数料の見直し 133,805 

 

市有財産の有効活用 228,543 

市税等収入の確保 387,838 

 
その他 

(歳入確保対策関係) 
34,279 

 補助金等の整理合理化 1,158,000 

 投資的経費の見直し 14,182 

 内部管理経費の見直し 344,166 

 その他の事務事業の整理合理化 222,500 

 その他 329,746 

民間委託等の推進 -1,571,010 

 うち指定管理者導入によるもの -19,192 

職員給与等の削減 

（退職金を除く） 
5,918,408 

合  計 7,200,457 

 

「財政効果額」とは、当該年度に発生した効果額であり、「財政効果影響額」とは、実施した

取り組みの中で、それまでの事業や制度を廃止することにより、後年度にもその影響が及ぶ

ものを累計した影響額です。 

※2 ※3 

※3 
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総括（取り組みの成果について） 

 

１．本市の行政改革のあゆみ 

本市の行政改革の取組については、平成 8 年 6 月に有識者等による「瀬戸市行政改革推進委

員会」から『瀬戸市行政改革への提言』をいただき、それを踏まえ、行政改革を進めて行く上

での基本的な考え方として、平成 9年 6月に『瀬戸市新行政改革大綱』を取りまとめました。 

この『瀬戸市新行政改革大綱』を初めとし、『瀬戸市新行政改革実施計画（平成 10～12年度』

『瀬戸市新行政改革第 2次実施計画（平成 13～15年度）』の策定、平成 17年 3月付けで総務省

から示された「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」に基づき、『瀬戸市

行政改革集中改革プラン（平成 17～21年度）』を策定、『瀬戸市行政改革第 2次集中改革プラン

（平成 22～27年度）』『瀬戸市行政改革第 2次集中改革アクションプラン』の策定を経て、行政

運営の簡素化・効率化を図りながら財源確保に努め、少子高齢社会への対応や多様化する市民

ニーズに応えるために行政改革に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．行政改革集中改革プランの取り組みについて 

 ①瀬戸市行政改革集中改革プラン（平成 17～21年度） 

   平成 16年 12月 24日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」を受け、平成 17年 3月 

29日付けで総務省より「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」が示さ 

れ、これに基づき、『瀬戸市行政改革集中改革プラン（平成 17～21年度）』を策定し、平成 

18年 3月に公表しました。 

   第５次瀬戸市総合計画の中で、行政改革、行政経営の理念を盛り込んでいることから、「瀬

＜行政改革のあゆみ＞ 
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戸市行政改革集中改革プラン」については、第 5次瀬戸市総合計画の枠組みの中で作成し、

『事務事業の再編・整理、廃止・統合』『民間委託等の推進』『職員定員管理・給与の適正

化』の 3つの視点で取り組みました。 

 

  ・瀬戸市行政改革集中改革プラン（平成 17～21年度）の成果 

 
実施項目数 職員数推移 

上段：財政効果額 

下段：財政効果影響額 

行政改革 

集中改革プラン 

（平成 17～21年度） 

 

新規 

継続 

 計 

計画 実績 （H17）908人 

（H21）806人 

   ▲102人 

 （削減率 11.2％） 

2,100,287千円 
47 

21 

68 

47 

20 

67 13,996,259千円 

   ※実施項目数の「継続」は、平成 10年～16年度の実施項目 100項目のうちから継続し実施するもの 

 

平成 21 年度までに 67 項目を実施し、未実施となった 1 項目（学校給食センター配送校に

おける配膳業務）についても、平成 22年度当初に実施しました。 

 

②瀬戸市行政改革第 2次集中改革プラン（平成 22～27年度） 

  瀬戸市行政改革集中改革プラン（平成 17～21年度）の実施状況による見直しを行うととも 

に、平成 22年度～27年度に行う 48項目を追加し、平成 22年 11月に策定しました。 

   第 5次総合計画に沿って行政組織ごとの成果目標を明確化し、使命達成運動の展開により 

毎年 PDCA管理を行い、新たな改革・改善の取り組み事項が具体的になった場合等には、プラ 

ンを変更することとし、取り組みの進捗状況や成果等を毎年度取りまとめ公表してきました。 

   市が果たすべき役割を明確にし、既存業務の民間委託等への推進や職員定数管理の適正化 

に取り組むことで、より効果的な行政運営を展開し、第 5次総合計画の行政の基本方針で示 

した、少数精鋭で最大の効果をあげる「小さな市役所」の実現を目指して参りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜行政改革第 2次集中改革プランの内容＞ 
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 ③瀬戸市行政改革第 2次集中改革アクションプラン（平成 23年 11月策定） 

   都市経営における重点施策を確実に実行するためには、更に厳しい行政改革の断行が必要 

と判断し、平成 23年 11月にアクションプランを策定しました。 

  ・行政改革アクションプランにおける３つの視点 

   １）構造改革：聖域を作らない改革の断行 

   ２）組織改革：少数精鋭で最大の効果をあげるための組織への変革 

   ３）定員管理：市役所の組織運営に必要な人数を決める 

 

 

＜アクションプランで取り組む内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜行政改革第 2次集中改革プランで目標とする財政効果額（累計）＞ 

（単位：千円）

項 目 財政効果額

事務事業の再編・整理、廃止、統合 1,009,523 

使用料・手数料の見直し 209,500 

市有財産の有効活用 449,100 

その他（歳入確保策関係） 3,500 

補助金等の整理合理化 29,223 

投資的経費の見直し 12,600 

内部管理経費の見直し 53,200 

その他の事務事業の整理合理化 178,000 

その他 74,400 

人件費の削減（民間委託等の推進） 215,000 

合 計 1,224,523 
 

 

平成２６年度時点での『職員定数を平成２２年４月時点から１０％削減』とする基準を

定め、確実な定員管理を実行する中で、少数精鋭で最大の効果をあげるための組織へと

変革させるために、第２次集中改革プランで掲げた目標達成に向けた具体的な方策の立

案を行う。 

重点項目 
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３．行政改革第２次集中改革プランの成果について 

 瀬戸市行政改革第 2次集中改革プランは、第 1次集中改革プランに引き続き実施する 18項目

と新たに着手する 37項目について取り組みました。 

 第 2 次集中改革プラン（H22～H27）の取り組みによる財政効果額の累計額は約 20 億 4 千 6

百万円、財政効果影響額は約 72億円です。 

 毎年のＰＤＣＡ管理により、新たに追加した項目は下記のとおりです。 

 

①追加した項目（７項目） 

◆平成 23年度追加 

 ①市職員給与等支給明細通知書への広告掲載による歳入確保 

 ②公立陶生病院組合負担金の見直し 

 ③道路維持管理業務（直営の廃止） 

◆平成 24年度追加 

 ①コミュニティーバスへのラッピング広告掲載による歳入確保 

 ②保育所の民営化の推進 

◆平成 25年度追加 

 ①付属機関等の統廃合 

◆平成 26年度追加 

 ①地域福祉に係る団体事務局等の運営業務 

 

②第 5次瀬戸市総合計画 総括に見る成果 

  第 5次瀬戸市総合計画総括の「分野 7 都市の経営管理： a健全な財政運営と効率的・効

果的な行政経営」においては、「最少の経費で最大の市民サービスが提供されている社会」を

【目指す姿】として、施策を展開してきましたが、すべての指標で目標を達成又は達成見込

みとすることができました。 

  一方で、市民意識調査の結果では、「効率的・効果的な行政運営がされていると思う人の割

合」は 20％程度と低く、「効率的・効果的な行政経営」が市民に実感されているとは考えに

くい状況にあります。 
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 ③未実施項目について 

  未実施項目は下記の 6項目であり、その主なものは「施設管理・運営」に関する項目です。 

  ◆ごみ処理の有料化の推進（不燃・可燃ごみ） ・・・・・・・・・・・・ 2ページ掲載 

  ◆施設使用料等の適正化の検証 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3ページ掲載 

  ◆学校給食のあり方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11ページ掲載 

  ◆浄水場等の指定管理者制度の導入等民間委託の推進 ・・・・・・・・・ 14 ページ掲載 

  ◆し尿処理施設の指定管理者制度の導入等民間委託の推進 ・・・・・・・ 14 ページ掲載 

  ◆本庁舎閉庁時の警備業務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 ページ掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 効率的・効果的な行政運営がされていると思う人の割合 

 Ｈ１７ Ｈ２０ Ｈ２３ Ｈ２６ 

 

１７.１％ １７.９％ ２２.０％ ２３.１％ 

 

＜第 5次総合計画の主な指標と実績の推移＞ 

＜ 市民意識調査の結果 ＞ 
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４．まとめ 

平成 18年 3月に策定した「第 5次瀬戸市総合計画」では、政策会議と各部使命達成会議に 

よるＰＤＣＡ管理を行う「使命達成運動」により、行政組織の役割（使命）を明確にし、組織 

ごとに掲げる全ての成果目標の達成状況をチェックしながら、施策・事業を継続的に改善する 

こととし、その中で最小の経費で最大の効果を上げるマネジメントを達成できるよう、「事務事 

業の再編・整理、廃止・統合の取組」「民間委託等の推進」「定員管理・給与の適正化」の 3つ 

の視点で行政改革に取り組んで参りました。 

 その実績は、第 2 次集中改革プランにおいては 55 項目中 49 項目を実施し、その財政効果額

の累計額は約 20 億 4 千 6 百万円となり、当初目標としていた財政効果額（約 12 億 2 千万円）

を上回る結果となりました。 

 また、職員の「定員管理」においても、目標とした 725 人を超え、701 人まで削減する結果

となり、大幅なスリム化を実現しました。 

 しかしその一方で、市民意識調査の結果が示すように、「行政改革の取り組みとその効果が市

民目線に立った評価に繋がっていない」という実態も浮き彫りになってきており、市民サービ

スの向上に向けた効果的な人材育成や、事業規模に応じた適正な定員管理について、より一層

努めていくことが課題となっています。 

第 2次集中改革プランにおいて未実施となった項目のうち、「本庁舎閉庁時の警備業務」以外 

の 5項目を含め、「事務事業の再編・整理、廃止・統合」及び「民間委託等の推進」で実施して

きた項目については、これまでのＰＤＣＡ管理による施策・事業の改善活動の実績を活かし、

日常的に改善・改革に取り組むことで、より一層の効率化に努めて参ります。 

 また、職員の「定員管理・給与の適正化」については、平成 29年度から実施する「第 6次 

瀬戸市総合計画」で目指す、将来のまちの姿を達成するために必要な事務事業・人材・人員を

把握すると共に、人材育成や人員の確保により適正な職員の定員管理を行い、給与や職制の適

正化等も進めて参ります。 

今後の行政改革の推進にあたり、平成 29年度から実施する「第 6次瀬戸市総合計画」に掲げ 

る将来像を実現し、都市像を達成していくためには、施策が効果的かつ効率的に展開され、そ

のための財源が確保されていることが必要不可欠となります。 

そのためには、これまでの行政改革の取り組みを活かし継続的に実施すると共に、職員の人 

材育成や規律保持、行政事務の品質向上なども徹底しながら、「第 6次瀬戸市総合計画」の進行

管理の中で、効果的かつ効率的な施策が実施されるよう、より一層の行政改革に取り組んで参

ります。 

 

 

 

 

 

 

 


